
あなたは日本 政府 が化石燃料
による発電から再生可能エネル
ギーを活用する電力システムに
移行すべきだと思いますか？

はい、5年以内 
25%

NET: はい 
96%

はい、10年以内 
39%

1 https://ember-energy.org/latest-insights/global-electricity-review-2024/major-countries-and-regions/#japan
2 日本の原子力への依存度は、2011年の30%という高水準から現在は9.6%に低下している。https://asian-power.com/news/japans-nuclear-energy-

generation-96-in-2024.
3 https://ember-energy.org/data/electricity-data-explorer/
4 https://ember-energy.org/countries-and-regions/japan/
5 https://www.iea.org/policies/5748-strategic-energy-plan-2014#
6 https://www.iea.org/countries/japan/energy-mix#
7 https://ieefa.org/articles/japans-declining-gas-demand-will-leave-utilities-persistent-lng-oversupply-through-2030

Powering up: Business perspectives on shifting to renewable electricity  日
本

日本
日本の企業経営者の大多数は、政府が化石燃料から脱却す
ることを望んでいる。また、電力システムについては、約６割 

（58%）が石炭の使用から再生可能エネルギーへの転換に
期待を寄せている。

アンケートに回答した日本の企業幹部のほぼ
全員（96%）が、化石燃料から脱却し、再生可能
エネルギー（ 再エネ）を基盤とする電力システ
ムへと移行することを望んでいるが、その実現
には金銭的インセンティブが必要だと考えてい
る者も多い（36%）。現在、アジアで2番目の経
済規模を持つ日本は、電原ミックス の3分の2
以上（69%）を化石燃料に依存しており、このこ
とが一人当たりの二酸化炭素排出量  が世界
平均の約2倍に達する主たる要因となっている1

。2011年以降、日本では原子力発電は減少して
おり、再エネによる発電が増加している2。それで
もなお、日本は再エネの導入比率がG7諸国の
中で2番目に低く3 、2023年の総発電量に占め
る風力と太陽光の構成割合も12%と低い4。

再エネは着実に増加している一方 、天然ガス（
化石燃料ガス）火力発電もじわじわと増加して
おり、2014年5 に総発電量の27%であったの
が、2023年には約32%6 へと上昇している。しか
しながら、日本が世界第2位の天然ガス輸入国

であることに変わりはないものの、国内経済全
体の天然ガス需要は徐々に減少してきている7。
こうした傾向は今後も続くと専門家は予想して
おり8、中期的将来には化石燃料を使用しない、
再エネを基盤とする電力システムの実現への
期待が高まっている。企業にとっては、時間が重
要な要素である。日本の企業経営者の約3分の2

（64%）が、遅くとも2035年までに、そうしたシナ
リオが現実となることを望んでいる。

電力政策

日本のエネルギー政策は、長年にわたり「3E+S
の原則」9 を基本的視点として、エネルギーの安
定供給、経済効率性、環境適合性を強調してき
たが 、これらの原則は企業経営者も強く同意す
るところである。とりわけ、再エネを基盤とする
電力システムが気候変動の軽減に貢献できる
可能性については、多くの日本の経営者（64%）
が強く共感を示している。企業経営者が政府の
政策に賛同し、再生可能エネルギーの他のメリ
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化石燃料からの移行を加速するために政府が講じるべき行動のトップ3（以下を選択した人
の割合）

8 https://ieefa.org/articles/japans-declining-gas-demand-will-leave-utilities-persistent-lng-oversupply-through-2030
9 https://www.edelmanglobaladvisory.com/japans-seventh-strategic-energy-plan
10 https://ember-energy.org/countries-and-regions/japan/
11 https://www.g7italy.it/wp-content/uploads/G7-Climate-Energy-Environment-Ministerial-Communique_Final.pdf?utm_source=newsletter&utm_

medium=email&utm_campaign=newsletter_axiosgenerate&stream=top
12 最近の分析の示唆によると、ネットゼロ（温室効果ガス排出量実質ゼロ）目標を達成すれば、約6兆7,000億ドルの新規投資が日本にもたらされ、イノベ

ーションや雇用創出、経済再生が加速される可能性がある。https://about.bnef.com/blog/japan-can-meet-net-zero-goal-with-minimal-reliance-on-
hydrogen-report-shows/

13 https://www.edelmanglobaladvisory.com/japans-seventh-strategic-energy-plan; https://japannews.yomiuri.co.jp/society/general-
news/20250218-239359/

14 https://japannews.yomiuri.co.jp/society/general-news/20250218-239359/; https://www.renewable-ei.org/en/activities/reports/20250220.php
15 https://www.e3g.org/news/japan-s-draft-energy-plan-fails-to-meet-the-clean-energy-transition-imperative/
16 日本の新たなNDC（国が決定する貢献）では、温室効果ガス排出量を2013年度比で2035年度は60％、2040年度は73％削減することを目指している。こ

れは、2030年度目標の46%削減を広げた目標である。https://climateintegrate.org/archives/8108
17 企業が主導する日本気候リーダーズ・パートナーシップ（Japan Climate Leaders’ Partnership）は、再生可能電力の割合を2035年までに総発電量の60%

にすることを求めている。https://japan-clp.jp/archives/17819
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ットとしてあげているのは、日本のエネルギー安
全保障の向上（50%）と投資およびイノベーショ
ンの創出（36%）である。

経営者の10人に6人近く（58%）が、日本政府の
電力政策において、石炭火力時代後の技術と
して再エネを明確に選択し、そこへ至る途中の
一時的な代替エネルギーとして天然ガスを利用
しつつ、移行を進めて欲しいと望んでいる。しか
し、いまだに石炭火力発電は、日本の総発電量
の約3分の1（32%）と国内電力供給に占める役
割は大きい10。加えて、日本は再エネの増加を
約束しているにもかかわらず、日本政府は、排出
削減対策が講じられていない石炭火力発電を
2030年代前半までにフェーズアウト（段階的に
廃止）するというG7での合意11 を履行するため
の国内計画を未だに採択していない。迅速なフ
ェーズアウトのための明確な計画を採択すれ
ば、気候変動対策のリーダーとしての日本の国
際的評判を確実に得られると同時に、投資先・
貿易相手国としての魅力も高まる12。こうした施
策は、日本政府に対して再生可能エネルギーへ
の新規投資に力を入れてほしいと望む企業経
営者の賛同を集めている。その約3分の2（65%）
が石炭火力発電の2035年までのフェーズアウト
を支持している。

企業の「要望」

企業経営者の3分の1近く（32％）から、日本の
気候変動対策・エネルギー計画における再生可
能電力の役割を明確にしてほしいとの根強い要
望がある。2025年2月に承認された政府の最新
のエネルギー基本計画では、2040年度には電
力ミックスに占める火力発電の割合を30～40%
にするとの見通しを示している13。しかし、同計画
は燃料別の目標値を定めていない14。このこと
は、2040年代に入っても、代替燃料の混合の有
無に関係なく化石燃料の使用を認める余地を
残しており、化石燃料の使用継続とともに二酸
化炭素回収・貯留技術等が採用される可能性
がある15。石炭や天然ガスといった個別燃料の
目標割合が示されていないため、投資環境の不
確実性も高まる。さらに、日本が今後10年以内
に化石燃料から脱却することを望む大多数の
回答者にとっては、望ましくない結果を招くとい
えよう。2040年度における再生可能電力の目標
割合を40～50% と設定している点についても
同様で、2030年目標の36～38%から、わずか2
～14%しか増えていない,16,17。

再生可能エネルギープロジェクトに経済的インセンティブを与える
36%

国の今後の気候変動対策において、再生可能エネルギーを活用した電化が他のセクター
において果たす役割が明確になるようにする

32%
再生可能エネルギーと貯蔵設備の導入に関する明確な日程と目標を設定する

31%
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